
特定非営利活動法人多摩の青少年を育てる会 定欲

第 :章 総 則

(名称)

第 :条 この法人は、特定非営利活動法人多摩の青少年を育てる会という。

(事務所)

第2条 この法人は、主たる事務所を東京都青格市仲町295番地青梅プラザ3贈に

Eく 。

(目 的)

第3条 この法人は青梅市及び近隣市町村に居住する未来を担う青少年に対し、福祉、

教義、文化、芸術及びスポーツの振興を回り青少年の健全育成に関する事業を

行い日本社会及び国際社会に寄与することを目的とする。

(特定非営利活動の種類)

第4条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行う.

(:)社会教育の推進を固る活動

(2)学衛、文化、芸術又はスポーツの振興を回る活動

(3)環境の保全を回る活動

(4)国際協力の活動

(5)子どもの健全育成を回る活動

(6)以上の活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助古又は援助の活動

(事業の種類)

第 5条 この法人は、第3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業とし

て、次の事業を行う.

(:)公共の利益のため、営利を目的としない活動を行う法人並びに個人を支援する

事業

(2)演奏会、講演会、研修会、各種教室の開催 (訪間開催も含む。)、 運営、管理



(3)その他目的を達成するための事業

2 この法人は、次のその他の事業を行う。

(:)物品の販売

(2)物品の貸付

3 首項に掲げる事業は、第 :項に掲げる事業に支障がない限り行うものとし、その

収益は、第 :項に掲げる事業に充てるものとする.

第2章 会 員

(種別)

第6条 この法人の会員は、次の2種 とし、工会員をもって特定非営利活動促進法 (以

下『法」という。)上の社員とする。

(:)二会員 :こ の法人の目的に賛同して入会した個人及び団体

(2)賛助会員 :こ の法人の目的に賛同じ賛助するために入会した個人及び団体

(入会)

第7条 会員の人会について、特に条件は定めない。

2 会員として入会しようとするものは、理事長が別に定める人会申込書により、理

事長に申し込むものとする。

3 理事長は、首項の申し込みがあつたとき、工当な理由がない限り、人会を

“

めな

ければならない。

4 理事長は、第2項の者の人会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面を

もって本人にその旨を通知しなければならない。

(入会金及び会費)

第8条 会員は、総会において別に定める人会金及び会費を納入しなければならない。

(会員の資格の寝失)

第9条 会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を寝失する。

(:)理会届の提出をしたとき。

(2)本人が死亡し、着しくは失踪宣告を受け、又は全員である団体が消滅したとき。

(3)饉続して :年以上会費を滞納したとき。



(4)除名されたとき。

(退会)

第 10条 会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に追会する

ことができる。

(除名)

第 :l条 会員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを除名

することができる。

(l)こ の定飲に追反したとき。

(2)こ の法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとさ。

2 首項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁明の

機会を与えなければならない。

第3章 役 員

(種別及び定数)

第 :2条 この法人に、次の役員を置く.

(l)理事3人以上 10人以内

(2)監亭 :人以上3人以内

2 理事のうち :人を理事長、 :人以上2人以内を副理事長とする。

(選任等)

第 i3条 理事及び監事は、綸会において還任する.

2 理事長及び副理事長は、理事会において二定する。

3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者着しくは三親等以内の親

族が :人を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び三親等以内の親族が

役員の綸数の3分の iを超えて含まれることになってはならない。

4 法第20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができな

い 。

5 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねてはならない。

(職務)



第 :4条 理事長は、この法人を代表し、その業務を織理する.

2 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるとき又は理事長が欠けたとき

は、理事長があらかじめ指名した順序によつて、その職務を代行する。

3 理事は、理事会を構成し、この定歓の定め及び総会または理事会の議決に基づき、

この法人の業務を執行する。

4 監事は、次に掲げる職務を行う.

(:)理事の業務執行の状況を監査すること。

(2)こ の法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不工の行為又

は法◆着しくは定歓に違反する■大な事実があることを発見した嬌合には、こ

れを機会又は所轄庁に報告すること.

(4)首号の報告をするために必要がある場合には、綸会を招集すること。

(5)理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述べ

ること.

(任期等)

第 :5条 役員の任期は、2年 とする。ただし、再任を妨げない.

2 浦欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任

者の任期の残存期間とする.

3 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を

行わなければならない。

(欠員浦充)

第 :6条 理事又は監事のうち、その定数の3分の :を超える者が欠けたときは、運

滞なくこれを補充しなければならない。

(解任)

第 :7条 役員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを解任

することができる。

(l)戯身の故障のため、職務の遂行に増えないと協められるとき。

(2)職務上の■務連反その他役員としてふさわしくない行為があったとき.

2 首項の規定により役員を解任しようとする場合は、議決の常に当餞役員に弁明の



機会を与えなければならない。

(報■等)

第 :8条 役員は、その総数の3分の i以下の範囲内で報酬を受けるこヒができる。

2 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる.

3 首2項に関し必晏な事項は、綸会の餞決を経て、理事長が別に定める。

第4章 会 議

(種別)

第 19条 この法人の会議は、総会及び理事会の 2種 とする。

2 綸会は、通常綸会及び臨時総会とする。

(綸会の構成)

第20条 綸会は、工会員をもって構成する。

(総会の権能)

第2:条 綸会は、以下の事項について議決する。

(:)定飲の変更

(2)解散及び合併

(3)会員の除名

(4)事業計画及び予算並びにその変更

(5)事業報告及び決算

(6)役員の選任及び解任

(7)役員の職務及び報酬

(8)入会金及び会費の額

(9)借入金(その事業年度肉の収益をもって償還する短期借入金を除く。第47条

において同じ。)その他新たな義務の負担及び権利の放葉

(:0)解散における残余財産の帰属

(:l)事務局の組織及び運営

(:2)その他運営に関する菫晏事項

(総会の開催)



第22条 通常総会は、毎年 :回開催する。

2 臨時綸会は、次に掲げる場合に開催する。

(i)理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。

(2)正会員総数の5分の l以上から会議の目的を記載した書面により招集の情求が

あったとき。

(3)監事が第 15条第4項第4号の規定に基づいて招集するとき.

(綸会の招集)

第23条 綸会は、首条第2項第3号の培合を除いて、理事長が招集する。

2 理事長は、首条第2項第 :号及び第2号の規定による請求があったときは、その

日から30日 以内に臨時総会を招集しなければならない。

3 総会を招集する場合には、会議の日時、嬌所、目的及び審議事項を記載した書面

又は電磁的方法により、開催の日の少なくとも5日常までに通知しなければならな

も` .

(総会の議長)

第24条 綸会の議長は、その機会に出席した工会員の中から選出する。

(綸会の定足数)

第25条 機会は、工会員綸数の2分の i以上の出席がなければ日会することはでき

ない。

(総会の議決)

第26条 総会における議決事項は、第23条第3項の規定によってあらかじめ通知

した事項とする。ただし、緊急の場合については、機会出席者の2分の :以

上の同意により議鷹とすることができる。

2 綸会の議事は、この定飲に規定するもののほか、出席した工会員の過半数をもっ

て決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

3 理事又は二会員が、総会の目的である事項について提案した場合において、工会

員の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当餞提案を可

決する日の社員綸会の決議があったものとみなす。



(総会での表決権等)

第27条 各工会員の嚢決権は平等なものとする.

2 やむを得ない理由により綸会に出席できない工会員は、あらかじめ通知された事

項について、書面もしくは電磁的方法をもって表決し、又は他の工会員を代理人と

して嚢決を委任することができる。

3 首項の規定により嚢決した二会員は、首2条及び次条第 :項の規定の適用につい

ては出席したものとみなす。

4 総会の議決について、特別の利害関係を有する工会員は、その議事の議決に加わ

ることができない.

(総会の議事録)

第28条 綸会の議事については、次の事項を記載した醸事録を作成しなければなら

ない。

(:)日 時及び場所

(2)工会員総数及び出席者数(書面もしくは電磁的方法による表決者又は表決姜任

者がある場合にあっては、その数を付記すること。)

(3)審議事項

(4)議事の経過の概晏及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 餞事録には、議長及び1聡会において選任された議事録署名人2人が、記名押印又

は署名しなければならない。

3 首2項の規定にかかわらず、工会員全員が書面又は電磁的記録による同意の意思

表示をしたことにより、総会の決餞があったものとみなされた場合においては、次

の事項を記載した醸事録を作成しなければならない。

(l)機会の決議|であったものとみなされた事項の内容

(2)首号の事項の提案をした者の氏名又は名称

(3)綸会の決議があったものとみなされた日及び工会員総数

(4)議事録の作成に係る職務を行った者の氏名

(理事会の構成)

第29条 理事会は、理事をもって構成する。



(理事会の権能)

第30条 理事会は、この定飲に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。

(:)総会に付議すべき事項

(2)総会の議決した事項の執行に関する事項

(3)その他綸会の議決を要しない業務の執行に関する事項

(理事会の開催)

第3:条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。

(:)理事長が必要と潔めたとき。

(2)理事総数の2分の :以上から理事会の目的である事項を記餞した書面により招

集の請求があったとさ。

(理事会の招集)

第32条 理事会は、理事長が招集する。

2 理事長は、前条第 2号の規定による請求があったときは、その日からi4日以内

に理事会を招集しなければならない。

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面

又は電磁的方法により、開催の日の少なくとも5日前までに通知しなければならな

も` .

(理事会の議長)

第33条 理事会の議長は、理事長がこれにあたる.

(理事会の議決)

第34条 理事会における議決事項は、第32条第 3項の規定によってあらかじめ通

知した事項とする。

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる.

(理事会の表決権等)

第35条 各理事の表決権は、平等なものとする.

2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あら●ヽじめ通知された事



項について書面をもって表決することができる。

3 首項の規定により表決した理事は、首条及び次条第 :項の適用については、理事

会に出席したものとみなす。

4 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わ

ることがで書ない。

(理事会の議事録)

第36条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければな

らない.

(:)日 時及び場所

(2)理事総数、出席者数及び出席者氏名(書面嚢決者にあっては、その旨を付協する

ことo)

(3)審議事項

(4)餞事の経過の概要及び議決の結果

(5)醸事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人2人が記名押印

又は署名しなければならない。

第 5章 資 産

(構成)

第37条  この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。

(:)設立当初の財産目録に記載された資農

(2)入会金及び会貴

(3)寄付金品

(4)財産から生じる収益

(5)事業に伴う収益

(6)その他の収益

(区分)

第38条 この法人の資産は、これを分けて特定非営利活動に係る事業に関する資産、

その他の事業に関する資産の2種とする.



(管理)

第39条 この法人の資産は、理事長が管理し、その方法は、総会の議決を経て、理

事長が別に定める.

第6章 会 計

(会計の原則)

第40条 この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従って行わなければな

らない。

(会計区分)

第41条 この法人の会計は、これを分けて、特定非営利活動に係る事業会計、その

他の事業会計の2種 とする。

(事業年度)

第42条 この法人の事業年度は、毎年4月 l日 に始まり、翌年3月 3:日 に終わる。

(事業計画及び予算)

第43条 この法人の事業計■及びこれに伴う予算は、毎事業年度ごとに理事長が作

成し、綸会の議決を経なければならない。

(暫定予算)

第44条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないとき

は、理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで首事業年度の予算に

準じ収益費用を講じることができる。

2 首項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。

(予算の追加及び更工)

第45条 予算成立後にやむを得ない亭由が生したときは、綸会の議決を経て、目定

予算の追加又は■正をすることができる。

(事業報告及び決算)

第46条 この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等決算に関



する書類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査を

受け、綸会の議決を経なければならない。

2 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。

(臨機の措
=)

第47条 予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担

をし、又は権利の放棄をしようとするときは、綸会の議決を経なければなら

ない。

第7章 定欽の変更、解散及び合併

(定欺の変更)

第48条 この法人が定歓を変更しようとするときは、総会に出席した二会員の4分

の3以上の多数による議決を経、かつ、法第25条第3項に規定する事項に

ついては、所轄庁の認証を得なければならない。

2 この法人の定飲を変更 (前項の規定により所轄庁の協証を得なければならない事

項を除く。)し たときは、所轄庁に届け出なければならない.

(解散)

第49条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。

(:)綸会の決餞

(2)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(3)工会員の欠ニ

(4)合併

(5)破産手続開始の決定

(6)所轄庁による設立の日江の取消し

2 首項第 :号の事由によりこの法人が解散するときは、工会員綸数の4分の3以上

の議決を経なければならない。

3 第 :項第2号の事由によりこの法人が解散するときは、所構庁の認定を得なけれ

ばならない。

(残余財産の帰属)

第50条 この法人が解散(合併又は破産手続開始の決定による解散を除く.)したと



さに残存する財産は、法第 ::条第3項に掲げる者のうち、総会において議

決した者に譲渡するものとする。

(`籠卜」‖F)

第51条 この法人が合併しようとするときは、総会において工会員綸数の4分の3

以上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。

第8章 公告の方法

(公告の方法)

第52条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、宮報に掲織し

て行う.ただし、法第28条の2第 :項に規定する貸借対照嚢の公告につい

ては、この法人の主たる事務所の掲示板に掲示して行う。

第9章 事務局

(事務局の設置)

第53条 この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設
=す

る。

2事務局には、事務局長及び必晏な職員を置く。

(職員の任免)

第54条 事務局長及び職員の任免は、理事長が行う。

(組織及び運営)

第55条 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が

別に定める。

第 :0章 雑 則

(細日)

第56条 この定飲の施行について羹要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこ

れを定める。

附則

: この定飲は、この法人の成立の日●ヽら施行する。



2 この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。

理事長

副理事長

理事

理事

理事

監事

3 この法人の設立当初の役員の任期は、第 :5条第 :項の規定にかかわらず、この

法人の成立の日から平成 2:年 6月 30日 までとする。

4 この法人の設立当初の事業年度は、第43条の規定にかかわらず、この法人の成

立の日から平成21年 3月 31日 までとする。

5 この法人の設立当初の事業計画及び収支予算は、第44条の規定にかかわらず、

設立綸会の定めるところによる。

6 この法人の設立当初の人会金及び会費は、第8条の規定にかかわらず、次に掲げ

る額とする。

(l)入会金 正会員  (個人・団体)30,000円
賛助全員 (個人・団体)50,000円

(2)年会費 二会員  (個人 。団体)12,000円
賛助会員 (個人・団体)―口5,000円 (五口以上)

附則

この定欽は、今和 年 月 日から施行する。

口 部 郁 子

山 下 芳 産

鯛

生

哲

離

崎

室

杉

大

子

平

亨
　
一

脇

野

水

松



書式第 8号 (法第10条 。第 25条関係)

令和 6年度 事 業 計

特定非営利活動法人__望聾國凶lL:少生整:童【五全___

1 事業実施の方針

例年通り、支援事業を行ってゆく。主催演奏会・講演会等に関しては、新規事業の立ち上げを検討する。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

① 主催事業 (イ:カ 問滋tOし。)、iZ惚、′ 埋 (事業費の総費用【 6,0001千円 )

② 支援事業 の じ t ι` ラ ft-u"tt 曜

設立・ 定款変更用

日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
範囲

事業費
(千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容

150名 3408月
青梅市 S&Dた
まぐ―センター 12名

青梅市・羽村
市及び周辺市
町村 (公募)

演奏会、講演

会、研修会、各

種教室の開催 ノ

尋業  e/

△
〓

奏

′
／
巖

羽村プ リモホー
ルゆとろぎ

12名
青梅市・羽村
市及び周辺市
町村 (公募 )

500名 600同 上 演奏会 12月

場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
~

対象者
範囲

事業費
(千 円)

/

定款に記載
された
事業名

事業内容

/
/

日時

9月

古
育

立
体

町
校

摩
学

多
小

奥
里
館

12名
青梅市・羽村
市及び周辺市
町村 (公募)

児 童:50名

保護者:50名
200

湊奏会手肇装:レ

会=研修会事姿

種教塞の朝撃

尋弓讐

スポーツ教室

300パソコン教室
6月 ～10月
各月 2回

青梅市会議室
羽村市産業セン

ター
16名

青梅市・羽村市及

び周辺市町村

(公募)

多摩地区小学校

150名同 上

150名 10美術教室 (学校訪
問)

9月 ～11月

計5日程度
西多摩地区小学
校 等

15名 西多摩地区小学校同 上

令和 6年 4月

令和 7年 3月

計12回

青梅市ネッツた
まぐ―センター

72名
青梅市・羽村
市及び周辺市
町村 (公募)

720名 1,200同 上
音楽教室 (名 曲への
お誘い)

12名 奥多摩町小学
校

120名 300
同 上

音楽教室 (学校訪
問)

10月

奥多摩町立氷川
小学校
奥多摩町立古里
小学校

青梅 市・羽村
市及び周辺市
町村 (公募 )

800名 650同 上
音楽文化講座 5月

羽村市ブリモホー
ルゆとろぎ

12名

3200名 2400同 上 コサー ト・演奏会
令和 6年 4月

令和 7年 3月

羽村市プリモホー
ルゆとろぎ

24名
青梅市・羽村
市及び周辺市
町村 (公募)

ノ

/

/



(2)その他の事業 (事業費の総費用 【  】千円)

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定
事業内容 日日寺 場 所

従事者
人数

事業費
(千 円)

該当なし



書式第 8号 (法第 10条 。第 25条関係 )

令和 7年度 事 業 計

特定非営利活動法人_笙塵2童少生豊宣てる会_
1 事業実施の方針

例年通 り、支援事業を行ってゅく。主催演奏会・講演会等に関しては、新規事業の立ち上げを検討する。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

① 主催事業 ι t も`り
レタ

、「多:髪   (事業費の総費用【 6,000】 千円 )

② 支援事業 夕′、のイ1ル

`愚

のLめ 、多痢t曰

`0し

lキ ι)シ多昴多′イクラム人工 1´メιε鵬ノ、ι

設立・定款変更用

日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
範囲

事業費
(千円)

された
事業名

事業内容

12名
青梅市・羽村
市及び周辺 市
町村 (公募)

150名 340演奏会 8月
青梅市 S&Dた
まぐ―センター

演奏会、講演 /
会、研修会、/各種

教室の開蝙

60012月 羽村プリモホー
ルゆとろぎ

12名
青梅市・羽村
市及び周辺市
町村 (公 募)

500名同上 演奏会

場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
範囲

事業費
(千円)／

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定
事業内容

/
/

日時

青梅市・羽村
市及び周辺市
町村 (公募)

児 童150名

保護者:50名
200スポーツ教室 9月

青梅市・羽村市
及び周辺市町村
(公募)

12名

帯尋

“

曇→蕎嵐´

会 尋幣会議毛

撃塞鋼 聯博茜

16名

青梅市・羽村市及

び周辺市町村

(公募)

多摩地区小学校

150名 300パソコン教室
6月 ～10月
各月 2回

青梅市会議室

羽村市産業セン
ター

同上

9月 ～11月

計 5日程度
西多摩地区小学
校 等

15,名 西多摩地区小学校 150名 10同 上
美術教室 (学校訪
問)

720名 1,200音楽教室 (名 山ヘ

のお誘い)

令和 6年 4月

令和 7年 3月

計12回

青梅市ネッツた
まぐ―センター

72名
青梅市・羽村
市及び周辺市
町村 (公募)

同上

300音楽教室 (学校訪
問)

10月
青梅市・ 羽村 市

及び周辺市町村

小学校

12名
青梅市・羽村
市及び周辺市
町村 (公募)

120名同 上

5月
羽村市プリモホー
ルゆとろぎ

12名
青梅市・羽村
市及び周辺市
町村 (公 募)

800名 650同 上 音楽文化講座

3200名 2400コサー ト・演奏会
令和 6年 4月

令和 7年 3月

羽村市プリモホー
ルゆとろぎ

24名
青梅市・羽村
市及び周辺市
町村 (公募)

同上

ス

ン

/
/

/
/



(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【  】千円)

定秋に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

該当な し



書式第 10号 (法第 10条・第 25条関係 )

令和6年度 活動予算書 (そ の他事業が上」金場合)

設立・ 定款 変更用

特定非営利活動去人 多鷹の■少年を育てる会

:単位 :円

君 目
特定非営利活動に係る事業

金  饉 .小計・合計 金

その他事業

額 1小計・合計
合計

1 取

正会員受取会,
賛助会員受取会費

2

受取寄附金
施設等受人評価益

3

受取補助金

4

支援事業収益
主催薇奏会・諄減会等事業収益

事業収益

5
受取詢le.

1201.0(Ю

120.000
0 120,000

0

0 0

0 0

6.000.00,
5.060.000

940.000

0 6.000.000

5 0

6.120.005
B

1

1

給料手当
役員報酬
退職給付費用

福利厚生賣
諸謝金

2|) そ

議 費

旅費交通■
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本■
外注費
通信運搬■
消耗品費
諸謝金
講演科
支払手数料
調律費
委託費
離■

1 )

役員報酬
給料千当
退職給付費用
福利厚生費

(2)そ
消耗品費
水道光熟費
通信運搬■
地代家貨
旅費交通費
減価償却■
諸謝金
雑費

1 2,0∞ .0∞

2.000.000
100.000

0 2.000.000

3.∞0.∝Ю
15.000

100.000

350,000
250.000
150.000
50.000

700,(,00

400,000
60.000
125.000
600.000
300.000

0 3.∞0.(XЮ

0 5.000.000

“

.000

50.000

0 50,000

1.010.000
50,000

50.000
310.000
50.000

400.000
150.000

0 1.010,000

1.060.0(Ю 1.060.000
6∞0.∝Ю

当  期 E : 1 A B 60_005 60.005

売

過年度損益修正益

0

災害損失

当  期 1●  ■.1謳  【C】 ― 【D

法 住 及

60.005

嚢彗理11島 820.988
880.998

:A】  1 収  ■

6 1,0 005

|■1lH'EI11

(

諄華騨 ::デ警
=i瞥



書式第 10号 (法第 10条・第 25条関係 )

令和7年度 活動予算書 (その他事業が重 場合 )

設立・ 定款 変更用

特定非営祠活口法人 多摩の■少年を育てる会

科 目
金   額 小計・合計

特定非営利活動に係る事業 その他事業

全  口 1小計・合計
合計

1".0∞
120,00(

120.000

0

受取利息

受取補助金

支援事業収益
主催演奏会 ‐議演会等事業収益

事業収益

正会員受取会賣
贅助会員受取会,

受取寄附金
施設等受入評価益

16,mm
5.06(,∞ 0

940,000

∞

∞

∞

¨

¨

¨

6.120.α 】5 6120.α馬

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
外注費
通信運搬費
消耗品費
諸謝金
講演科
支払手数料
調律費
委託費
半費

1

綸科手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費
諸謝金

|

10( 0(〈

100.000.

15.000

350,000
250,000
150.000
50,α)0

700,00{)
400,000
60.CX)0

125,000
600,000
300,0く 0

2.000,()α )｀

2,∞0.(XЮ

3.αЮ,αЮ

5.∞0.0(D

50.000

50.000

ヨ0.∝Ю人

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
諸計金
雑費

役員報酬
給料手当
退職綸付費用
福利厚生費

9∞ .αЮ

50.000
310,000
50,000

400,000
150,000

9日).(渕Ю

■010.Oα

B

6.010.00(
E : " A B

"0(Ю
5

過年度損益修正益
固 売

災害損失

C

-cD...({ 110.α 110_005

人 及

880.993
)―   (: |  コE  l : | gm.998

応: ヨ富

「

■

「
瓦硼両取爾

Eヨ田∃
110.0051

閻腱二I」■

3.∝Ю.αЮ
|

|

曖  蚕

圧コ

i■I■ .■


